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本 社 東京都渋谷区元代々木町30番13号

ロ コ ポ ー ト 千葉県八千代市

R B K J 株 式 会 社
本 社 東京都渋谷区

営 業 店 舗
東京都３店、神奈川県１店、愛知県１店
大阪府３店、福岡県１店　　　　計９店

事業報告
会社の現況

主要な事業所等（2024年２月29日現在）
①　当社

②　子会社

第 ３ 回 新 株 予 約 権 第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2014年11月４日 2015年11月25日

新 株 予 約 権 の 数 400個 6,200個
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 16,000株
(新株予約権１個につき40株)

普通株式 248,000株
(新株予約権１個につき40株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い
込みは要しない １個当たり100円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
20,000円

(１株当たり　500円)

新株予約権１個当たり
25,000円

(１株当たり　625円)

権 利 行 使 期 間 2016年11月20日から
2024年９月19日まで

2015年11月28日から
2025年９月27日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３ （注）１、２、３、４、
５、６、７、８

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員及び社外

取締役を除く）

新株予約権の数 400個
目的となる株式数 16,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 6,200個
目的となる株式数 248,000株
保有者数 1名　

新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況
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第 ８ 回 新 株 予 約 権 第 ９ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年３月13日 2022年５月27日

新 株 予 約 権 の 数 2,000個 4,000個
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 200,000株
(新株予約権１個につき100株)

普通株式 400,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 １個当たり731円 １個当たり100円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
111,300円

(１株当たり　1,113円)

新株予約権１個当たり
111,600円

(１株当たり　1,116円)

権 利 行 使 期 間 2019年６月１日から
2028年５月31日まで

2022年６月14日から
2032年６月13日まで

行 使 の 条 件 （注）９ （注）10

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員及び社外

取締役を除く）

新株予約権の数 2,000個
目的となる株式数 200,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 4,000個
目的となる株式数 400,000株
保有者数 1名　

（注）１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の
取締役、監査役、従業員又は顧問、その他これに準ずる地位を有していなけれ
ばならない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限り
ではない。

２．新株予約権者は当社がいずれかの金融商品取引所に上場している場合にのみ新
株予約権の権利を行使することができる。

３．新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認め
ないものとする。

４．当社又は当社子会社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役職員に就任
し、もしくは就任することを承諾した場合又は当社もしくは当社子会社の事業
と直接的もしくは間接的に競合する事業を営んだ場合には、新株予約権を行使
することはできない。

５．法令又は当社もしくは当社子会社の内部規律に対する重大な違反行為があった
場合、新株予約権を行使することはできない。

６．新株予約権の１個を分割して行使することはできない。
７．2015年11月25日取締役会発行決議で付与している新株予約権は、2015年11

月28日以降2025年11月27日までに終了するいずれかの事業年度において、当
社の計算書類に記載された同事業年度の損益計算書における営業利益の額が
50,000,000円を超えた場合に限り行使可能となる。

８．その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と割当てを受ける者と
の間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。
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９．①　新株予約権者は、行使期間における直前事業年度の有価証券報告書の事業
の状況に記載された商品取扱高（返品後）が30,000百万円を超過し、損
益計算書の営業利益が3,000百万円を超過した場合に限り、割り当てられ
た本新株予約権を行使することができるものとする。（なお、当社が連結
損益計算書を作成している場合には商品取扱高は連結商品取扱高によるも
のとし、営業利益は連結損益計算書における営業利益によるものとす
る。）

②　上記①の判定において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき商品
取扱高・営業利益等の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべ
き指標を取締役会にて定めるものとする。

③　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係
会社の取締役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この
限りではない。

④　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
⑤　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における

授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行う
ことはできない。

⑥　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
10. ①　割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引終値の１ヶ月間（当日を含む21取引
日）の平均値が一度でも行使価額に30％を乗じた価格を下回った場合、新
株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行
使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するとき
はこの限りではない。
(a)　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実

を適正に開示していなかったことが判明した場合
(c)　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行

日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合
(d)　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認め

られる行為をなした場合
②　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における

発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使
を行うことはできない。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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11．2018年３月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
これにより、第３回及び第５回新株予約権について、「新株予約権の目的とな
る株式の種類と数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が
調整されております。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 33,000千円

会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　ＵＨＹ東京監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれら
の合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った
うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を
解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。
⑷　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は業務の適正を確保するための体制として2017年５月に「内部統制
システム構築の基本方針」を決議しておりますが、2019年４月の取締役会
にて以下の内容で変更決議を行い、当該基本方針に基づいた運営を行ってお
ります。
ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
(a) 取締役会は、コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアン
スに関する基本方針を定めると共に、コンプライアンス行動規範を
制定し、取締役及び使用人にコンプライアンスの実践を求める。

(b) 取締役及び使用人は、当社の定めた諸規程に従い、企業倫理の遵守
及び浸透を行う。

(c) 内部監査人を設置して、取締役及び使用人の法令等遵守状況につい
ての監査を実施し、その結果を代表取締役に報告する。

(d) 監査等委員である取締役は、取締役会に出席し、監督を行うほか、
業務執行状況の調査等を通じて、取締役（監査等委員であるものを
除く）の職務の執行を監査する。

(e) 反社会的勢力の排除を基本方針に掲げ、反社会的勢力対応規程及び
反社会的勢力対応マニュアルを整備するとともに、外部の専門機関
との連携を図る。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、文書（電磁的記録を含む）
の整理保管、保存期限及び廃棄ルール等を定めた文書管理規程に基づき、
適正な保存及び管理を行う。また、取締役はこれらの文書を常時閲覧でき
るものとする。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a) リスク管理規程を整備し、事業活動を行うにあたり経営の脅威とな

りうる要因への対応力を強化する。代表取締役を全社的なリスク管
理の最高責任者としたリスク管理体制を構築する。

(b) 不測の事態が発生した場合には、対策本部を設置し、必要に応じて
外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、被害・損失の拡
大を防止し、これを最小限にとどめるための体制を整備する。
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ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a) 社内の指揮・命令系統の明確化及び責任体制の確立を図るため、経
営組織、業務分掌及び職務権限に関する諸規程を制定する。

(b) 取締役会は月に１回定期的に、又は必要に応じて適時に開催し、法
令に定められた事項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計画及
び年次予算を含めた経営目標の策定及び業務執行の監督等を行う。

ｅ．当社グループの業務の適正性を確保するための体制
(a) 関係会社管理規程に基づき、重要な子会社の重要な決議事項は、事

前に当社取締役会にて審議承認又は報告を行う。重要な子会社の規
程は、原則として当社規程を準用するものとする。

(b) 子会社の事業活動に係るリスク管理については、当社のリスク管理
規程を準用し、対応する。

(c) 子会社の取締役及び監査役には、原則として当社の取締役、使用人
を構成員に含めることとし、当社グループ内の情報伝達を円滑にす
ると共に、当社グループ全体の業務の適正な遂行を確保する。

ｆ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその使用人の
取締役（監査等委員であるものを除く）からの独立性に関する事項
(a) 監査等委員会の監査の実効性を高め、かつ、その職務の円滑な遂行
を確保するため、監査等委員会の要請に応じ、管理部経理・財務チ
ームに監査業務を補助させる。

(b) 当該使用人の任命、異動、評価、懲戒、賃金等の改定に関しては、
監査等委員会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取
締役（監査等委員であるものを除く）からの独立性を確保する。

ｇ．取締役（監査等委員であるものを除く）及び使用人が監査等委員又は監
査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員又は監査等委員
会への報告に関する体制、並びに当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを受けないことを確保するための体制
(a) 会計監査人、取締役（監査等委員であるものを除く）、内部監査部

門等の使用人その他の者から報告を受けた監査等委員は、これを監
査等委員会に報告する。

(b) 監査等委員会は、必要に応じて、会計監査人、取締役（監査等委員
であるものを除く）、内部監査人等の使用人その他の者に対して報
告を求める。
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(c) 取締役及び使用人は内部通報制度により、監査等委員である取締
役・内部監査部門等の使用人に報告を行うことができる。報告した
者に対し、当該報告をしたことを理由として、不利益な取扱いは行
わない。これを内部通報制度として明文化すると共に、社内への浸
透を図る。

ｈ．監査等委員である取締役の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関
するものに限る）について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の
当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する
事項
　監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償
還の手続、その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
ついては、当社は監査等委員会の職務に必要でないと認められる場合を除
き、当該費用又は債務を処理します。

ｉ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
・監査等委員会は、社外取締役を含み、公正かつ透明性を担保する。
・監査等委員会は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意思
疎通を図る。
・監査等委員会は、会計監査人及び内部監査人と定期的に情報交換を行
い、相互の連携を図る。

ｊ．財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は財務報告の信頼性を確保するための基本方針を定め、財務報告に
係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、事業活動を通じ企業価値の継続的な向上を実現するために機動的
な経営判断が重要であり、また一方で経営の健全性と透明性を維持する体制
の構築も重要と認識し監査等委員会を設置しております。業務執行に係る意
思決定の迅速化を図りつつ、監査等委員会による業務執行の適法性・妥当性
の監査・監督を通した透明性の高い経営の実現を図っております。
　取締役会の構成は、業務執行取締役１名と監査等委員である取締役３名
（全て社外取締役）の体制であり、取締役会に占める業務執行取締役はその
過半数に達しておらず、監視・監督機能の強化が図られております。
　内部監査につきましては、監査、報告の独立性を確保したうえで、代表取
締役により指名された管理部管理職（１名）が内部監査担当者を兼務してお
り、また、管理部の監査につきましては、管理部以外の部門の管理職が担当
しております。内部監査は、「内部監査規程」に基づき、会社の業務活動
が、法令、定款及び諸規定に基づき適切かつ合理的に遂行され、経営目的達
成に適切かつ効率的に機能しているかを確認し、監査結果について代表取締
役に報告するとともに、業務改善・能率向上のために必要な助言・勧告をし
ております。
　監査等委員会監査につきましては、監査等委員３名の体制で、３名とも社
外取締役であります。監査等委員会は重要会議の出席、代表取締役・取締役
（監査等委員であるものを除く）・重要な使用人との意見交換、重要書類の
閲覧などを通じ厳格な監査を実施しております。
　また、監査等委員会委員長と内部補助者及び内部監査との連携を図る事に
より、監査役会設置会社と同等の監査の実効性を確保しております。
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( 2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 50,000 3,385,511 2,752,434 △319,151 5,868,795

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,001,796 1,001,796

自 己 株 式 の 取 得 △669,687 △669,687

自 己 株 式 の 処 分 △25,862 54,521 28,659
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 － △25,862 1,001,796 △615,165 360,767

当 期 末 残 高 50,000 3,359,649 3,754,230 △934,316 6,229,563

その他の包括利益累計額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 － － 3,118 61,967 5,933,881

当 期 変 動 額 -
減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,001,796

自 己 株 式 の 取 得 △669,687

自 己 株 式 の 処 分 28,659
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) 93 93 △29 112,713 112,778

当 期 変 動 額 合 計 93 93 △29 112,713 473,546

当 期 末 残 高 93 93 3,089 174,681 6,407,427

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・連結子会社の名称 RBKJ株式会社

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数　　　　　　２社
・非連結子会社の名称　　　　　株式会社LOCONDO　X

ブランデリ株式会社
・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、総資産、当期損益

及び利益剰余金等は、連結計算書に重要な影響を
及ぼさないため、連結の範囲から除外しておりま
す。

⑵　持分法の適用に関する事項
該当はありません。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
①　連結の範囲の変更

該当はありません。
②　持分法の適用の範囲の変更

該当はありません。
⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
⑸　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ.　有価証券

・その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法
　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)
・市場価格のない株式等　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.　デリバティブ
　　　時価法によっております。
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建物及び構築物 ３年～18年
機械及び装置 12年
工具、器具及び備品 ３年～10年

ハ.　棚卸資産
・商品　　　　　　　　　　　　月次総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表

価格については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法を採用しており
ます。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ.　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ.　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウェア　　５年
顧客関連資産　　　　　　　５年

③　重要な引当金の計上基準
イ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して
おります。

ロ. 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当
連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して
おります。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換によって受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま
す。なお、履行義務の対価は、概ね3か月以内に受領しており、重要な金融要素は含
まれておりません。

当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する時
点は、以下のとおりです。
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(1)仕入れ商品等の販売に関する収益
当社グループは買取商品等を当社が運営するECサイト「LOCONDO.jp」を始め

複数の販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を行っており、ユーザーに対
して当該商品等の引き渡しを行う義務を負っております。
これらの商品販売取引では「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定め
る代替的な取り扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
(2)受託商品の販売（ECサイト運営受託業務等を含む）に関する収益

当社は顧客（ブランド）から商品の委託を受け、当社が運営するECサイト
「LOCONDO.jp」 始め複数の販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を行
っており 、顧客（ブランド）から受託販売手数料を受領しております。
これらの受託商品販売取引においても、出荷時に顧客（ブランド）からユーザーへ
の商品の引き渡し義務が履行されるため、出荷時に収益を認識しております。  な
お、ユーザーとの契約において約束された対価から、値引き、リベート、返品及び
販売促進費等の名目で販売チャネルに支払う対価の一部を控除しております。

⑤　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。
⑥　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間にわたって均
等償却を行っております。ただし、金額的に重要性のないものについては、発生年
度に一括償却しております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
ロ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は前連結会計年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行してお
ります。

これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示につ
いては、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱
い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」とい
う。）に従っております。また、実務対応報告第42号32項(1)に基づき、実務対
応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしており
ます。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「仮払金」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「仮払金」は219千円であります。
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商品及び製品 2,977,941千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 330,866千円

普通株式 11,487,360株

普通株式 981,800株

３．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　棚卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額
が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価
額としております。また、一定期間を超えて保有する棚卸資産については、収益性
の低下の事実を反映するために、過去の販売・使用実績及び商品群ごとのライフサ
イクル等に基づき決定した方針により規則的に帳簿価額を切り下げております。し
かし、当初想定できなかった需要変動や経済情勢等により、前提となるライフサイ
クルに変更が生じる場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可
能性があります。

４.　連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

　該当事項はありません。

５.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
　　該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの
　　該当事項はありません、

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
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６.　金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　資金運用については安全性の高い預金等に限定しており、資金調達については銀
行借入金によっております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒
されております。
　敷金及び保証金は、建物賃貸借契約及び取引基本契約に係るものであり、差入先
の債務不履行による信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、受託販売預り金及び未払金は、その全てが１年以内の支
払期日であります。
③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）
　営業債権については、顧客毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、回収
遅延債権については、個別に対応を行う体制としております。
　敷金及び保証金については、差入先の信用状況を把握することにより、リス
ク低減を図っております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管
理
　買掛金、受託販売預り金及び未払金については月次単位での支払予定を把握
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を
織り込んでいるため、異なる前提状況等を採用することより、当該価額が変動する
ことがあります。
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連結貸借対照表計上額 時　価(＊) 差 額

① 投 資 有 価 証 券 23,536 23,536 －

② 敷 金 及 び 保 証 金 798,342 783,188 △15,154

資 産 計 821,878 806,724 △15,154

③ 長 期 借 入 金 646,000 659,681 13,681

負 債 計 646,000 659,681 13,681

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 171,762千円
敷金及び保証金 2,400千円

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年2月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については
次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）１．現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、買掛金、受託販売預り
金、短期借入金、未払金、未払法人税等については現金であること、及び短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似していることから、記載を省略して
おります。

（注）２．市場価格がない株式等は、上記には含まれておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算
定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン
プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価
　時価の算定に重要な影響をあたえるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　　その他有価証券

　　　株式 23,536 23,536

資産計 23,536 23,536

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 783,188 783,188

資産計 783,188 783,188

長期借入金 659,681 659,681

負債計 659,681 659,681

⑴ １株当たりの純資産額 578円64銭
⑵ １株当たりの当期純利益 91円78銭

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価
値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７.　１株当たり情報に関する注記
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８. 重要な後発事象に関する注記
(マガシーク株式会社の株式取得による企業結合)

　当社は、2024年２月29日付の取締役会において、マガシーク株式会社（以下「マガ
シーク社」という）の株式を取得し（以下「本株式取得」といいます）、子会社化する
ことを決議し、2024年３月１日に同株式を取得しております。

１ 　企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：マガシーク株式会社
事業の内容　　　：インターネットでの婦人・紳士服の販売

(2) 企業結合を行う理由
　当社は、2018年からファッションEC市場における『圧倒的な２位』を目指すこ
とを中期ビジョンとしておりますが、本株式取得によってグループ取扱高は300億
円（2024年2月期計画値、連結相殺前）から600億円（概算値、ジェイドグループ
300億円（同上）、マガシーク300億円（2024年3月期見込値））と２倍の規模へ
と拡大することが見込まれ、この中期ビジョンの実現が視野に入ります。また、
2030年度までの長期ビジョン「取扱高1000億円」の水準に一気に近づくことが可
能となります。
　本株式取得によって、主に物流・ITインフラの共通化によるECにおける最重要
な「品揃え」の拡充やグループ全体のユーザー層基盤の拡大が実現できること及び
グループ全体でヒト・モノ・カネの戦略的なポートフォリオ運営によりグループ全
体の成長戦略の広がりを加速することができます。
　さらに、本株式取得によって、日本の通信業界を牽引する携帯電話会社が「集
客」を支援し、日本のファッション業界を牽引する総合商社が「品揃え」を支援す
るという、ECにとっての２大重要要素を、各業界のリーディングカンパニーが支え
る完璧なバックアップ体制が構築されることになります。

(3) 企業結合日
2024年３月１日

(4) 企業結合の法的形式
株式取得

(5) 結合後企業の名称
変更はありません。

(6) 取得した議決権比率
78％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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取得の対価 現金 3,326,700千円
取得の原価 3,326,700千円

２ 　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

３ 　主要な取得関連費用の内容及び金額
現時点では確定しておりません。

４ 　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５ 　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

(株式会社FASCINATEの株式取得による企業結合)
　当社は、2023年12月14日付の取締役会において、株式会社FASCINATE（以下
「Fascinate」という）の全株式を取得し（以下「本株式取得」といいます）、完全子
会社化することを決議し、2024年３月１日に同株式を取得しております。

１ 　企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社FASCINATE
事業の内容　　　：紳士服・婦人服・雑貨の販売

(2) 企業結合を行う理由
　当社の物流倉庫とITインフラを活用し、主に「在庫一元化やDX化の実現」と
「EC販路の拡大」という価値を提供しつつ、ハイブランド、越境ECという領域を
グループ内で強化していくことを目的としております。また、グループ会社間のシ
ナジー、例えばリーボックジャパン（RBKJ株式会社）とFascinate、もしくは
FascinateとTCB jeans（TCB株式会社）のコラボレーションなどもグループ一体
となって実現し、ジェイドグループ全体の価値を向上させていくことが可能となり
ます。

(3) 企業結合日
2024年３月１日

(4) 企業結合の法的形式
株式取得

(5) 結合後企業の名称
変更はありません。

(6) 取得した議決権比率
100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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ECモール事業 プラットフォー
ム事業

その他事業（店
舗・卸等） 合計

顧客との契約か
ら生じる収益 7,071,988 4,154,598 2,129,583 13,356,170

外部顧客への売
上高 7,071,988 4,154,598 2,129,583 13,356,170

２ 　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
守秘義務契約に基づき非公開とさせていただきます。

３ 　主要な取得関連費用の内容及び金額
現時点では確定しておりません。

４ 　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５ 　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
守秘義務契約に基づき非公開とさせていただきます。

(自己株式の取得)
　当社は、2024年４月16日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定
により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事
項について以下のとおり決議しました。

１ 　自己株式の取得を行う理由
　資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的かつ柔軟な資本政策を遂行する
ため。
２ 　取得に係る事項の内容
(1) 取得対象株式の種類：当社普通株式
(2) 取得し得る株式の総数：575,000株(上限)
(3) 株式の取得価額の総額：1,000,000千円(上限)
(4) 取得方法：東京証券取引所における市場買付け
(5) 取得期間：2024年４月17日から2025年４月16日まで

９. 収益に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
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( 2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 そ の 他

資 本 剰 余 金

その他

利益剰余金

繰越
利益剰余金

当 期 首 残 高 50,000 1,237,258 2,148,253 2,698,145 △319,151 5,814,505

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 782,998 782,998

自己株式の取得 △669,687 △669,687

自己株式の処分 △25,862 54,521 28,659
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 － △25,862 782,998 △615,165 141,970

当 期 末 残 高 50,000 1,237,258 2,122,391 3,481,143 △934,316 5,956,476

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 － － 3,118 5,817,624

当 期 変 動 額

減 資 －

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 782,998

自 己 株 式 の 取 得 △669,687

自 己 株 式 の 処 分 28,659

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) 93 93 △29 64

当 期 変 動 額 合 計 93 93 △29 142,035

当 期 末 残 高 93 93 3,089 5,959,659

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

イ．子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

　　当会計年度末の市場価格等に基づく時価法
　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定)

・市場価格のない株式等　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブ

　　時価法によっております。
③　棚卸資産

イ．商品　　月次総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．貯蔵品　最終仕入原価法に基づく原価法を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　 8年～18年
機械及び装置　　　　　　　　　　12年
工具、器具及び備品　　　　３年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　 ５年
顧客関連資産　　　　　　　 ５年
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⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金

従業員等に対する業績連動型賞与の支払いに備えるため、従業員等に対する賞与
の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

②　役員賞与引当金
取締役等に対する業績連動型賞与の支払いに備えるため、取締役等に対する賞与
の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換によって受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
なお、履行義務の対価は、概ね3か月以内に受領しており、重要な金融要素は
含まれておりません。

　当社の主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する時点は、
以下のとおりです。

①　仕入れ商品等の販売に関する収益
　当社は買取商品等を当社が運営するECサイト「LOCONDO.jp」を始め複数の
販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を行っており、ユーザーに対して当
該商品等の引き渡しを行う義務を負っております。
これらの商品販売取引では「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定め
る代替的な取り扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
これら各種の履行義務は、顧客にとって単独で又は他の資源と組み合わせて便益が
得られるものではなく、受託商品の販売活動の中で発生する一連のサービスであ
り、相互関連性の高いサービスとなります。そのため、これら各種の履行義務を一
体とし、委託者の代理人としてユーザーに対して商品を販売するという単一の履行
義務を取り扱うこととしております。

②　受託商品の販売（ECサイト運営受託業務等を含む）に関する収益
　当社は顧客（ブランド）から商品の委託を受け、当社が運営するECサイト
「LOCONDO.jp」 始め複数の販売チャネルでユーザーから注文を受けて販売を
行っており 、顧客（ブランド）から受託販売手数料を受領しております。
これらの受託商品販売取引においても、出荷時に顧客（ブランド）からユーザーへ
の商品の引き渡し義務が履行されるため、出荷時に収益を認識しております。  な
お、ユーザーとの契約において約束された対価から、値引き、リベート、返品及び
販売促進費等の名目で販売チャネルに支払う対価の一部を控除しております。
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商品及び製品 413,894千円

⑸　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。

⑹　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間にわたって均
等償却を行っております。ただし、金額的に重要性のないものについては、発生
年度に一括償却しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「仮払金」は、
金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。

なお、前事業年度の「仮払金」は219千円であります。

３．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価

①　事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　棚卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額
が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価
額としております。また、一定期間を超えて保有する棚卸資産については、収益性
の低下の事実を反映するために、過去の販売・使用実績及び商品群ごとのライフサ
イクル等に基づき決定した方針により規則的に帳簿価額を切り下げております。し
かし、当初想定できなかった需要変動や経済情勢等により、前提となるライフサイ
クルに変更が生じる場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があ
ります。
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当座貸越極度額 8,000,000千円
借入実行残高 1,600,000千円

差引額 6,400,000千円

RBKJ株式会社 646,000千円

受託販売預り金 70,941千円
未収入金 63,645千円
短期貸付金 300,000千円
長期貸付金 1,254,000千円

売上高 1,052,122千円
営業取引以外の取引高 95,675千円

雑収入 81,000千円
受取利息 14,675千円

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

該当事項はありません。
⑵　当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約
を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

⑶　有形固定資産の減価償却累計額  　　　　　　　　　312,655千円
保証債務
他の会社からの借入債務に対し、保証を行っております。

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

６．株主資本変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数
　普通株式　　　　721,263株
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繰延税金資産
棚卸資産評価損 35,148千円
フリーレント 198,283千円
譲渡制限付株式 44,114千円
敷金償却 21,648千円
その他 45,406千円

繰延税金資産小計 344,601千円
評価性引当額 △78,011千円
繰延税金資産の合計 266,590千円
繰延税金負債

負債調整勘定 △1,012千円
顧客関連資産 △8,094千円
その他 △49千円

繰延税金負債合計 △9,155千円
繰延税金資産の純額 257,434千円

属性
会社等
の名称

資本金
(千円)

事業
の内
容

議決権
の所有
割合

（％）

関連当事
者との関

係

取引内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社 RBKJ㈱ 50,000
靴の小
売販売

66.0

当社プラッ
トフォーム
の利用・資
金援助・役

員兼任

ECサイト販
売代金

1,052,122
受託販売
預り金

70,941

業務委託料
収入

81,000
未収入金 63,645

利息の受取 14,675

資金の貸付 1,554,000

短期貸
付金

300,000

長期貸
付金

1,254,000

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

⑵　役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。
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⑴　１株当たり純資産額 553円27銭
⑵　１株当たり当期純利益 71円73銭

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
(マガシーク株式会社の株式取得による企業結合)
「連結注記表 ８.重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますの
で、注記を省略しております。

(株式会社FASCINATEの株式取得による企業結合)
「連結注記表 ８.重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますの
で、注記を省略しております。

(自己株式の取得)
「連結注記表 ８.重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますの
で、注記を省略しております。
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